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もの原油が流出，火災が発生して 5 人が死亡した。 6 月には北スマトラ州のトバ
湖で渡船が沈没，乗員乗客ら200人以上が行方不明になる事故が発生した。さら
に，10月29日，格安航空会社（LCC）ライオンエアのジャカルタ発パンカル・ピナ
















































































　2019年選挙の投票日は2019年 4 月17日である。これまでの選挙は， 4 月に議会
選挙を実施し，その結果をうけて各政党が合従連衡を模索しながら大統領候補を





届出が 8 月 4 ～10日，総選挙委員会（KPU）による資格審査を経て立候補者が正式
















































































































































で解除されたことにより，ニッケルは前年の 4 倍の 6 億2803万ドル（全輸出に占




　2018年の輸出（石油・ガスを含む）先の 1 位は中国で輸出額は268億ドル， 2 位
は日本の188億ドル， 3 位はアメリカの185億ドルであった。輸入先の 1 位は中国








































日には 1 ドル 1 万5269ルピアをつけた（図 1 ）。この為替水準はアジア通貨危機後
の1998年 6 月の最安値の 1 万6500ルピアに迫るものであった。数値だけをみると
たしかに歴史的な安さといえるものの，2018年のルピア安をアジア通貨危機当時
と比較してもあまり意味はない。なぜなら，アジア通貨危機当時は 1 ドル2300ル







はじめ，インドネシアからも流出が本格化した。 4 月に入ると為替相場が 1 ドル






上げに先行して実施した。政策金利は 5 月17日に4.25％から4.5％に，さらに 2 週































































































2.07％，第 2 四半期の3.01％，第 3 四半期の3.28％，第 4 四半期の3.57％と悪化の
一途をたどった。
　その原因は（国際収支上の）貿易収支の赤字化にある。第 1 四半期の貿易収支は
23億2300万ドルだったが，第 2 四半期には 2 億7700万ドルに減少し，第 3 四半期



















































ア以上 1 兆ルピア未満が 5 年間， 1 兆ルピア以上 5 兆ルピア未満が 7 年間， 5 兆
ルピア以上15兆ルピア未満が10年間，15兆ルピア以上30兆ルピア未満が15年間，
30兆ルピア以上が20年間である。
　 7 月 ₉ 日には，事業許認可をインターネット上で一元的に行うオンライン・シ
ングル・サブミッション（OSS）によるサービスが正式に始まった。OSS の始動に
より，新規申請や更新，会社情報の変更など投資に関するすべての許認可は




























られている。そこで，中央統計庁（BPS）は 1 月から e コマースのデータ収集に乗
り出したものの， ₉ 月の時点で，BPS が対象とする79の e コマース企業のうち情
報を提供してきたのは17企業でしかなく，データの収集は難航している。2019年
















































などを話し合った第 5 回アワオーシャン会合，人身売買問題などを討議する第 7
回バリ・プロセス大臣級会合，アフリカとの経済協力・海洋協力を話し合った第
1 回インドネシア・アフリカ・フォーラム，第 1 回インドネシア・アフリカ海洋
対話，アフガニスタン紛争の解決に向けたアフガニスタン・パキスタン・インド
ネシア 3 カ国ウラマー会議などがインドネシアの主催で開催された。
　そのなかでも特筆されるのが， 8 月18日から ₉ 月 2 日までジャカルタとパレン
バンを会場として開催されたアジア競技大会の成功である。インドネシアでは56














































提唱し始めた。それが 1 月の ASEAN 外相会議でレトノ外相から示された「イン
ド太平洋協力」である。その後この構想は，ニューデリーで開催された 1 月のイ
















































































































































28日 ▼ 大統領，シンガポールでの ASEAN




















爆発，夫婦 2 人と子供 1 人が死亡。
14日 ▼スラバヤ市警察本部で爆弾テロ事件
が発生，実行犯 4 人が死亡。
16日 ▼リアウ州警察本部を 5 人の男が刀で
襲撃する事件が発生。

















































6 日 ▼バリで人身売買問題を討議する第 7
回バリ・プロセス大臣級会合，開催。







































































































































































































　 2 　「働く内閣」（Kabinet Kerja）閣僚名簿（2018年12月末現在）
 （2014年10月27日発足／2015年 8 月12日一部改造／2016年 7 月27日一部改造）
役職 氏名 性別 生年 出身組織1） 主な経歴
大統領 Joko Widodo 男 1961 民間（実業家）PDIP ジャカルタ首都特別州知事，ソロ市長，家具製造販売
副大統領 M. Jusuf Kalla 男 1942 民間（実業家）・Golkar
副大統領，ゴルカル党党首，国民福祉担当調整相，
カラ ･ グループ代表
国家官房長官 Pratikno 男 1962 学者 ガジャマダ大学学長
内閣官房長官 Pramono Anung Wibowo 男 1963 PDIP 国会議員，国会副議長，PDIP 幹事長
国家開発企画大臣（国家開発企画庁長官）Bambang Brodjonegoro3） 男 1966 学者 財務相，財務副大臣，インドネシア大学経済学部長
海事担当調整大臣 Luhut Binsar Pandjaitan3） 男 1947 陸軍 政治・法務・治安担当調整相，大統領首席補佐官，商工相，シンガポール大使
運輸大臣 Budi Karya Sumadi2） 男 1956 民間 空港運営会社 PT Angkasa Pura II 社長，公営企業Jakarta Propertindo 社長
海洋・漁業大臣 Susi Pudjiastuti 女 1965 民間（実業家）Susi Air 社長，水産会社社長
観光大臣 Arief Yahya 男 1961 国営企業 PT Telkom 社長
エネルギー・鉱物資源大臣 Ignasius Jonan4） 男 1963 民間（経営者）運輸相，国営鉄道 PT KAI 社長，国営金融機関 PT Bahana 社長，Citibank 支店長
政治・法務・治安担当調整大臣 Wiranto2） 男 1947 Hanura（陸軍）政治・治安担当調整相，国防・治安相，国軍司令官
内務大臣 Tjahjo Kumolo 男 1957 PDIP PDIP 幹事長
外務大臣 Retno Lestari Priansari Marsudi 女 1962 官僚 オランダ大使，欧米総局長
国防大臣 Ryamizard Ryacudu 男 1950 陸軍 陸軍参謀長，陸軍戦略予備軍司令官
法務・人権大臣 Yasonna H. Laoly 男 1953 PDIP 国会議員
通信・情報大臣 Rudiantara 男 1959 国営企業 国営通信 PT Indosat 監査役，国営通信 Telkom 監査役
国家機構強化・官僚改革大臣 Syafruddin5） 男 1961 警察 国家警察副長官，ユスフ・カラ副大統領副官
経済担当調整大臣 Darmin Nasution 男 1948 学者 中銀総裁，大蔵省租税総局長，資本市場監督庁（Bappepam）長官
財務大臣 Sri Mulyani Indrawati2） 女 1962 学者 世界銀行専務理事，蔵相，国家開発企画庁長官，IMF 東アジア代表理事，インドネシア大学社会経済研究所所長
国営企業大臣 Rini M. Soemarno 女 1958 民間（経営者）・PDIP
商工大臣，アストラ ･ インターナショナル社社長，
Citibank 支店長
協同組合・中小企業大臣 Anak Agung Gede Ngurah Puspayoga 男 1965 PDIP バリ州副知事，デンパサール市長
工業大臣 Airlangga Hartarto2） 男 1962 Golkar 国会議員，PT Graha Curah Niaga 社主
商業大臣 Enggartiasto Lukita2） 男 1951 NasDem 国会議員，PT Bangun Tjipta Sarana 社長
農業大臣 Amran Sulaiman 男 1968 民間（実業家）農園企業社長，ハサヌディン大学農学部教員
労働力大臣 Hanif Dhakiri 男 1972 PKB 国会議員
公共事業・国民住宅大臣 Basuki Hadimuljono 男 1954 官僚 公共事業省空間計画総局長
環境・林業大臣 Siti Nurbaya Bakar 女 1956 NasDem（官僚）ナスデム党副党首，内務省次官
農地・空間計画大臣（国家土地庁長官） Sofyan Djalil3） 男 1953 学者 国家開発企画相，経済担当調整相，国営企業担当国務相，通信・情報相
人間開発・文化担当調整大臣 Puan Maharani 女 1973 PDIP PDIP 副党首，PDIP 国会会派代表
宗教大臣 Lukman Hakim Saifuddin 男 1962 PPP 宗教相，国民協議会副議長，国会議員
保健大臣 Nila Djuwita F. Moeloek 女 1949 学者 MDGs 担当政府代表特使，インドネシア大学医学部教員
社会大臣 Agus Gumiwang Kartasasmita6） 男 1969 Golkar ゴルカル党副党首，国会議員，国民協議会議員
女性エンパワーメント・子供保護大臣 Yohana Yambise 女 1958 学者 チェンデラワシ大学教育学部教授
文化・初中等教育大臣 Muhajir Efendi2） 男 1956 学者 マラン・ムハマディヤ大学学長，ムハマディヤ中央執行部副議長
研究・技術・高等教育大臣 Muhammad Nasir 男 1960 学者 ディポヌゴロ大学経済学部教授
青年・スポーツ大臣 Imam Nahrawi 男 1973 PKB PKB 幹事長，国民協議会議員
村落・後進地域開発・移住大臣 Eko Putro Sanjoyo2） 男 1965 PKB PKB 財務部長，ジョコウィ政権移行チーム副代表
（注）　 1 ）出身組織の略称は以下のとおり。PDIP：闘争民主党，PKB：民族覚醒党，NasDem：ナスデム党，Hanura：ハヌラ党，
PPP：開発統一党，PAN：国民信託党，Golkar：ゴルカル党。　 2 ）2016年 7 月27日の内閣改造で新しく就任した閣僚。　 3 ）
2016年 7 月27日の内閣改造で他のポストから異動した閣僚。　 4 ）2016年 7 月27日の内閣改造では，民間出身の Archandra 
Tahar が任命されたが，就任直後にアメリカとの二重国籍問題が発覚したことをうけ，同年 8 月15日に更迭された。後任には，
内閣改造で運輸大臣を更迭された Ignasius Jonan が指名され，同年10月14日に就任した。なお，Archandra は，その後インド
ネシア国籍を回復し，同省副大臣に就任した。　 5 ）2018年 8 月15日，2019年大統領選で国民信託党が現職大統領の対抗馬プラ
ボウォ・スビアントの支持に回ることを決定したため，同党が与党入りした後の2016年 7 月27日に就任した同党出身の Asman 
Abur が更迭された。　 6 ）Khofifah Indar Parawansa が2018年 6 月の東ジャワ州知事選に出馬するため辞任したことをうけ，




　 3 　国家機構主要名簿 （2018年12月末現在）
役職 氏名 所属・前職等
執政府
大統領 Joko Widodo ジャカルタ首都特別州知事，ソロ市長
副大統領 Jusuf Kalla 副大統領，ゴルカル党党首，国民福祉担当調整相
立法府
国民協議会（MPR）議長 Zulkifli Hasan ランプン第1選挙区選出（国民信託党），林業相
国民議会（DPR）議長 Bambang Soesatyo 中ジャワ第7選挙区選出（ゴルカル党）
地方代表議会（DPD）議長 Oesman Sapta 西カリマンタン州選出
司法府
憲法裁判所（MK）長官 Anwar Usman 最高裁判所判事
最高裁判所（MA）長官 Muhammad Hatta Ali 最高裁判所副長官，デンパサール高等裁判所長官
司法委員会（KY）委員長 Jaja Ahmad Jayus パスンダン大学法学部長
監査機関
会計検査院（BPK）長官 Moermahadi Soerja Djanegara 会計検査院委員，財政開発監督庁（BPKP）委員
国軍・警察
国軍司令官 Hadi Tjahjanto 空軍大将 空軍参謀長，国家官房庁軍事担当官房官，空軍士官学校1986年卒
陸軍参謀長（KASAD） Andika Perkasa 陸軍大将 陸軍戦略予備軍司令官，陸軍士官学校1986年卒
海軍参謀長（KASAL） Siwi Sukma Adji 海軍大将 国軍大学校長，海軍兵学校1985年卒
空軍参謀長（KASAU） Yuyu Sutisna 空軍大将 空軍副参謀長，空軍士官学校1986年卒
国家警察長官 Tito Karnavian 警察大将 国家テロ対策庁長官，国家警察対テロ部隊 Densus88隊長
　 4 　2019年総選挙参加政党一覧 （2018年 2 月18日総選挙委員会発表）
登録
番号 政党名 （略称） 党　首
現有国会
議席数 
1 民族覚醒党 （PKB） Muhaimin Iskandar 47
2 大インドネシア運動党 （グリンドラ党）（Gerindra） Prabowo Subianto 73
3 闘争インドネシア民主党 （闘争民主党）（PDIP） Megawati Soekarnoputri 109
4 ゴロンガン・カルヤ党 （ゴルカル党） （Golkar） Airlangga Hartarto 91
5 ナスデム党 （NasDem） Surya Paloh 35
6 インドネシア変革運動党 （ガルーダ党）（Garuda） Ahmad Ridha Sabana --- 
7 職能ガジュマル党 （ブルカルヤ党） （Berkarya） Neneng A. Tutty3） --- 
8 福祉正義党 （PKS） Mohamad Sohibul Imam 40
9 インドネシア統一党 （Perindo） Hary Tanoesoedibjo --- 
10 開発統一党 （PPP） Muchammad Romahurmuziy 39
11 インドネシア団結党 （PSI） Grace Natalie Louisa --- 
12 国民信託党 （PAN） Zulkifli Hasan 49
13 民衆の真心党 （ハヌラ党） （Hanura） Oesman Sapta 16
14 民主主義者党 （Demokrat） Susilo Bambang Yudhoyono 61
15 アチェ党 （PA） Muzakir Manaf ---1）
16 シラ党 （Sira） Muhammad Nazar ---1）
17 アチェ地方党 （PD Aceh） Jamaluddin3） ---1）
18 ナングロ・アチェ党 （PNA） Irwandi Yusuf ---1）
19 月星党 （PBB） Yusril Ihza Mahendra ---2）





3 ）2018年 3 月 に， ブ ル カ ル ヤ 党 の 党 首 は Hutomo Mandala Putra に， ア チ ェ 地 方 党 の 党 首 は




2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
人 　 口1）（100万人） 244.75 248.59 252.16 255.59 258.50 261.36 264.16 
労 働 力 人 口2）（100万人） 119.85 120.17 121.87 122.38 125.44 128.06 131.01 
消 費 者 物 価 上 昇 率3）（％） 4.3 8.4 8.4 3.4 3.0 3.6 3.1 
失 業 率（％） 6.1 6.2 5.9 6.2 5.6 5.5 5.3 
為替レート（１ドル＝ルピア，年平均） 9,386.6 10,461.2 11,865.2 13,457.6 13,327.5 13,401.0 14,243.8 
（注）　 1 ）人口は中央統計庁（BPS）による推計値。
　　　 2 ）労働力人口は，15歳以上の労働可能人口を指す。労働力人口と失業率は 8 月時点の調査結果。
　　　 3 ）消費者物価上昇率は12月時点での前年比。
（出所）　BPSのウェブ資料，Bank Indonesia, Statistik Ekonomi dan Keuangan Indonesia, ウェブ版。
　 2 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2016 2017 2018
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
% % % % % %
日 本 15,265 10.6 12,982 10.1 17,027 10.1 15,364 10.2 18,784 10.4 18,304 10.1 
中 国 17,037 11.8 30,678 23.8 23,238 13.8 34,292 22.9 26,792 14.8 43,686 24.1 
韓 国 6,390 4.4 6,658 5.2 7,371 4.4 8,355 5.6 9,206 5.1 9,375 5.2 
台 湾 4,225 2.9 2,877 2.2 4,835 2.9 3,268 2.2 4,729 2.6 3,556 2.0 
香 港 2,128 1.5 1,815 1.4 2,393 1.4 3,055 2.0 2,558 1.4 4,306 2.4 
ＡＳＥＡＮ 32,782 22.7 34,671 26.8 38,950 23.1 40,216 26.8 42,385 23.5 48,413 26.7 
イ ン ド 10,076 7.0 2,859 2.2 13,997 8.3 3,976 2.6 13,717 7.6 4,643 2.6 
ア メ リ カ 16,069 11.1 7,419 5.7 17,761 10.5 8,157 5.4 18,455 10.2 10,060 5.6 
Ｅ Ｕ 14,434 10.0 10,725 8.3 16,327 9.7 12,481 8.3 17,076 9.4 14,036 7.7 
オーストラリア 3,197 2.2 5,241 4.1 2,527 1.5 5,916 3.9 2,734 1.5 5,639 3.1 
そ の 他 22,866 15.8 13,227 10.2 24,456 14.5 14,989 10.0 24,310 13.4 19,160 10.6 
合 計 144,470 100.0 129,152 100.0 168,883 100.0 150,069 100.0 180,747 100.0 181,178 100.0 
（注）　ASEAN は10カ国の合計。輸出額・輸入額とも本船渡条件（FOB）価格での表示。
（出所）　Bank Indonesia, Statistik Ekonomi dan Keuangan Indonesia, ウェブ版。
　 3 　国際収支 （単位：100万ドル）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
経 常 収 支 -29,109 -27,510 -17,519 -16,952 -16,196 -31,060
貿 易 収 支 5,833 6,983 14,049 15,318 18,814 -431
輸 出 182,089 175,293 149,124 144,470 168,883 180,747
輸 入 -176,256 -168,310 -135,076 -129,152 -150,069 -181,178
サ ー ビ ス 収 支 -12,070 -10,010 -8,697 -7,084 -7,379 -7,101
第 一 次 所 得 収 支 -27,050 -29,703 -28,379 -29,647 -32,131 -30,420
第 二 次 所 得 収 支 4,178 5,220 5,508 4,460 4,500 6,892
資 本 移 転 等 収 支 45 27 17 41 46 93
金 融 収 支 21,926 44,916 16,843 29,306 28,686 25,108
直 接 投 資 12,170 14,733 10,704 16,136 18,502 13,841
ポ ー ト フ ォ リ オ 投 資 10,873 26,067 16,183 18,996 21,059 9,342
そ の 他 投 資 -783 4,272 -10,064 -5,817 -10,747 1,999
誤 差 ・ 脱 漏 -186 -2,184 -439 -305 -950 -1,272
外 貨 準 備 残 高 99,387 111,862 105,931 116,362 130,196 120,654
経 常 収 支 /GDP（％） -3.2 -3.1 -2.0 -1.8 -1.6 -3.0
デ ッ ト サ ー ビ ス 比 率（%） 41.3 52.6 63.0 61.6 53.5 52.9
（注）　デットサービス比率（債務償還比率 [DSR]）は，対外債務返済額を財サービス輸出額で除した比率。




　 4 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億ルピア）
2013 2014 2015 2016 20171） 20182）
民 間 消 費 支 出 5,321,088 5,915,194 6,490,930 7,027,023 7,627,574 8,269,754 
対家計民間非営利団体 103,929 124,242 130,951 144,499 160,594 180,782 
政 府 消 費 支 出 908,574 996,197 1,123,750 1,181,613 1,234,554 1,332,534 
総 固 定 資 本 形 成 3,051,496 3,436,924 3,782,012 4,040,202 4,370,575 4,790,607 
在 庫 変 動 178,091 220,231 144,179 158,867 210,636 338,634 
統 計 誤 差 58,392 -44,000 -189,602 -244,314 -154,546 86,815 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 2,283,777 2,501,425 2,438,993 2,367,365 2,743,062 3,110,755 
財・サービス輸入（－） 2,359,212 2,580,508 2,394,879 2,273,528 2,605,237 3,272,523 
国 内 総 生 産（GDP） 9,546,134 10,569,705 11,526,333 12,401,729 13,587,213 14,837,358 
（注）　小数点以下を四捨五入したため，合計数値が合わないものがある。 2010年から2008SNA 適用。 
1 ）暫定値。 2 ）速報値。
（出所）　BPS のウェブ資料。
　 5 　産業別国内総生産（実質：2₀1₀年価格） （単位：10億ルピア）
2013 2014 2015 2016 20171） 20182）
農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 1,083,142 1,129,053 1,171,446 1,210,956 1,257,876 1,307,026
鉱 業 ・ 採 石 業 791,054 794,490 767,327 774,593 779,678 796,505
製 造 業 1,771,962 1,854,257 1,934,533 2,016,877 2,103,466 2,193,266
電 気 ・ ガ ス 供 給 業 88,805 94,047 94,895 100,010 101,551 107,109
水道業・廃棄物処理業・リサイクル業 6,540 6,883 7,369 7,635 7,986 8,422
建 設 業 772,720 826,616 879,164 925,040 987,925 1,048,083
卸売業・小売業・四輪・二輪車修理業 1,119,272 1,177,298 1,207,165 1,255,761 1,311,763 1,376,937
運 輸 業 ・ 倉 庫 業 304,506 326,933 348,856 374,843 406,679 435,185
宿 泊 業 ・ 飲 食 業 243,748 257,816 268,922 282,823 298,079 314,955
情 報 ・ 通 信 業 349,150 384,476 421,770 459,208 503,421 538,875
金 融 ・ 保 険 サ ー ビ ス 業 305,515 319,826 347,269 378,279 398,959 415,579
不 動 産 業 244,238 256,440 266,980 279,501 289,730 300,107
ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 業 125,491 137,795 148,396 159,322 172,764 187,691
公 務 ・ 防 衛 ・ 社 会 保 障 289,449 296,330 310,055 319,965 326,571 349,507
教 育 サ ー ビ ス 250,016 263,685 283,020 293,888 304,762 321,084
保 健・ 社 会 活 動 サ ー ビ ス 84,621 91,357 97,466 102,490 109,504 117,315
そ の 他 サ ー ビ ス 123,083 134,070 144,904 156,508 170,177 185,469
総 付 加 価 値 7,953,312 8,351,369 8,699,535 9,097,698 9,530,892 10,003,114
生産物に対する租税－補助金 203,186 213,498 282,982 336,916 381,812 422,203
国 内 総 生 産（GDP） 8,156,498 8,564,867 8,982,517 9,434,613 9,912,704 10,425,316
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 5.6 5.0 4.9 5.0 5.1 5.2
（注）　小数点以下を四捨五入したため，合計数値が合わないものがある。 1 ）暫定値。 2 ）速報値。 
（出所）　表 4 に同じ。
